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2025年 10月 17 日 

各 位 

会 社 名 ピクスタ株式会社 

代表者名 代表取締役社長 古俣 大介 

 （コード：3416、東証グロース） 

問合せ先 取締役コーポレート本部長 恩田 茂穂 

 （TEL．03-5774-2692） 

 

 

YASUMI WORKS 社の株式取得（連結子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日付の取締役会において、以下のとおり、株式会社 YASUMIWORKS(以下 YASUMI WORKS 社)の

株式を取得し連結子会社化することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 

記 
 

1． 株式取得の理由 

当社は、「才能をつなぎ、世界をポジティブにする」という企業理念のもと、「PIXTA」や

「fotowa」などのビジュアルプラットフォーム事業を展開してまいりました。 

YASUMI WORKS 社は、SNSを起点としたものづくり体験店舗事業を展開する企業であり、Z世代

の需要を的確に捉えたマーケティング戦略を強みに、高い収益性と持続的な成長力を実現して

おります。また、SNS発信力を活かした体験型店舗事業は、当社の企業理念および新規事業方針

と高い親和性を有しています。 

当社は中長期の方針として掲げる「売上の再成長」に向け、YASUMI WORKS 社の若年層に対す

るマーケティング力や事業開発ノウハウをグループに取り込むことで、新たな成長機会の創出

と、スピード感ある事業拡大を図ってまいります。 

さらに、同社のリアル店舗を基盤としたオフライン事業は、オンライン事業の比重が高い当

社のポートフォリオを補完し、AI 技術の進展による影響を受けにくい、持続的かつ多様な事業

構造の構築に寄与すると判断しております。 

これらを総合的に踏まえ、当社は企業価値のさらなる向上を目的として、YASUMI WORKS 社の

株式取得および連結子会社化を決定いたしました。 

 

2． 異動する子会社の概要 

(1) 名称 株式会社 YASUMI WORKS 

(2) 所在地 愛知県名古屋市中区千代田 1-13-18 マザック千代田ビル 602 

(3) 代表者 中濱 歩弓 

(4) 事業内容 体験型ワークショップの企画・運営 

(5) 資本金 300万円 

(6) 設立年月日 2022年 11月 1 日 

(7) 大株主及び持株比率 中濱 歩弓 (100%) 

(8) 上場会社と当該会社と

の関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への 

該当状況 

該当事項はありません 

(9) 当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2023年 10月期 2024年 10月期 

純資産 700千円 3,417 千円 

総資産 985千円 5,349 千円 

1 株当たり純資産 0.23円 1.13円 

売上高 369千円 9,637 千円 
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営業利益又は 

営業損失（△） 
△2,228 千円 2,992 千円 

経常利益又は 

経常損失（△） 
△2,228 千円 3,006 千円 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
△2,229 千円 2,835 千円 

1 株当たり当期純利益又は 

1 株当たり当期純損失

（△） 

△0.77円 0.95 円 

（注）当該会社は 2022年 11 月 1日設立のため、設立以降の決算期 2 期分を記載しております。 

 

3． 株式取得の相手先の概要 

(1) 氏名 中濱 歩弓 

(2) 住所 株式取得先の要望により非開示とさせていただきます。 

(3) 上場会社と当該会社との

関係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係、

取引関係はありません 

 

  

4． 取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数 
０株 

（議決権の数：０個、議決権所有割合：０％） 

(2) 取得株式数 2,010,000株 

(3) 取得価格 

株式会社 YASUMI WORKSの普通株式:134 百万円 

アドバイザリー費用等 :3百万円 

合計: 137百万円 

(4) 異動後の所有株式数 
2,010,000株 

（議決権の数：2,010,000個、議決権所有割合：67.0％） 

 

 

5． 日程 

(1) 取締役会決議日 2025年 10月 17 日 

(2) 契約締結日 2025年 10月 17 日 

(3) 株式譲渡実施日 2025年 10月 17 日 

 

6． 今後の見通し  

 本件による当社の 2025 年 12 月期の業績への影響は軽微でありますが、今後開示すべき事項が生

じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


